
平成２７年度地方税制改正（税負担軽減措置等）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No １ 府 省 庁 名    農 林 水 産 省 

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（ 都市計画税、その他 ） 

要望 

項目名 

農地中間管理機構への貸付けなど農地の利用の効率化及び高度化の促進を図るための農地の保有に係る課

税の強化・軽減等の措置 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

各都道府県に整備した農地中間管理機構が、農地の所有者から農地を借り受け、法人経営体や大規模家族

経営、リース方式で参入する企業などの担い手に対して、その規模拡大や利用する農地の集約化の意向に配

慮して転貸。 

 

・特例措置の内容 

平成27年度税制改正大綱を踏まえ、農地中間管理機構への貸付けなど農地の利用の効率化及び高度化の促

進を図るための農地の保有に係る課税の強化・軽減等の措置を講じる。 

関係条文 － 

減収 

見込額 

［初年度］  －  （－）    ［平年度］  －  （－） 

［改正増減収額］       （減収見込額は精査中）              （単位：百万円）

 

要望理由 

（１）政策目的 

   担い手への農地集積・集約化と農地の確保 

 

（２）施策の必要性 

① 平成27年度税制改正大綱（自民党・公明党 平成26年12月30日）において、検討事項として「利

用の効率化及び高度化の促進が必要な農地に対する課税については、農地中間管理機構による事業の

実施状況、制度・規制面での環境整備の状況、農地間の税負担の公平性等を勘案しながら、保有に係

る課税の強化・軽減等の方策について、総合的に検討する」とされたところ。 

② 平成27年６月30日に閣議決定された「日本再興戦略」改訂2015において、農地を農地として効

果的・効率的に利用する意思がない場合に、農地中間管理機構への貸出し等を通じて遊休農地を解消

し、また、農業経営の規模の拡大等による農用地の利用の効率化及び高度化の促進を図り、もって農

業の生産性の向上に資するため、農地の保有に係る課税の強化・軽減等によるインセンティブ・ディ

スインセンティブの仕組みについて、本年度に政府全体で検討し可能な限り早期に結論を得ることと

されたところ。また、同日閣議決定された規制改革実施計画においても同様の記載がされたところ。

③ 意欲ある農業者に対する農地の利用集積については、各種法令等において次のとおり規定等されて

いる。 

ア 平成25年６月14日に閣議決定された日本再興戦略において、「今後10 年間で、全農地面積の８

割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力も反映して担い手のコメの生産コストを現状全

国平均比４割削減し、法人経営体数を５万法人とする」 

イ 食料・農業・農村基本法第23条において、「国は、国内の農業生産に必要な農地の確保及びその

有効利用を図るため、農地の利用の集積、農地の効率的な利用の促進その他必要な施策を講ずるも

のとする。」 

 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 特例措置の適用対象となるのは農地中間管理機構に対して農地を貸し付けた所有者のみであり、必要最小

限の措置であることから、本要望に対応する縮減は想定していない。 
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合
理
性 

政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

≪大目標≫ 

食料の安定供給の確保、農林水産業の発展、農山漁村の振興、農業の多面的機能の発揮、森林の保続培

養と森林生産力の増進、水産資源の適切な保存・管理等を通じ、国民生活の安定向上と国民経済の健全な

発展を図る。 

≪中目標≫  

農業の持続的な発展（産業、人、生産基盤） 

≪政策分野≫ 

担い手への農地集積・集約化と農地の確保 

政策の 

達成目標 

今後10 年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力も反映し

て担い手のコメの生産コストを現状全国平均比４割削減し、法人経営体数を５万法人とする。

 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

－ 

同上の期間中

の達成目標 
－ 

政策目標の 

達成状況 

担い手による農地の利用面積は全農地面積の約５割にとどまっており、政策目標は実現して

いない。 

有

効

性 

要望の措置の 

適用見込み 

 

 － 

要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

 規模縮小及びリタイアする農家等が所有する農地が、機構を通じて担い手に集約される。 

相

当

性 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

 農地の貸借に対する税制上の特例措置及び耕作放棄地に対する課税はない。 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

農地中間管理機構にまとまった農地を貸し付ける地域や個々の出し手に対して交付する機構

集積協力金（平成27年度予算額（平成26年度補正予算を含む。）：290億円） 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

今後 10 年で担い手が利用する農地の面積を全農地面積の８割を占める農業構造を実現するた

めには、予算上の措置の他に税制上の措置が必要。 

要望の措置の 

妥当性 

 担い手による農地の利用面積は全農地面積の約５割にとどまっており、農業の構造改革を加速化

するためには本税制上の措置が必要であり、適用対象が農地を農地中間管理機構に貸し付けた所

有者及び耕作放棄地の所有者に限られることから、必要最小限の措置となっている。 

また、税制上の特例措置は、各年の予算額や融資枠に左右されることなく一律に適用できるた

め、適切かつ有効な手段である。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

－ 

 

 

 

 

 

 

「地方税における

税負担軽減措置等

の適用状況等に関

する報告書」に 

おける適用実績 

－ 

税負担軽減措置等の適

用による効果（手段と

しての有効性） 

－ 

前回要望時の 

達成目標 

－ 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の理

由 

 － 
 

 

 

これまでの要望経緯 

平成26年度、平成27年度税制改正要望時に農地制度の見直しと併せた税制上の所要の措置

を要望。 

平成26年度、平成27年度税制改正大綱において、検討事項として「利用の効率化及び高度

化の促進が必要な農地に対する課税については、農地中間管理機構による事業の実施状況、制

度・規制面での環境整備の状況、農地間の税負担の公平性等を勘案しながら、保有に係る課税

の強化・軽減等の方策について、総合的に検討する」とされたところ。 
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